
・「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかにする、地域公共交通のマスタープラン。
令和２年11月地域公共交通活性化・再生法の改正により、原則全ての地方公共団体において作成が必要。
・自治体や地域の交通事業者、利用者等により構成される協議会等を通じて作成。

地域公共交通計画策定の流れ及び今年度の取組み経過について

計画策定までの流れ

①法定協議会の設定

計画策定の検討手順

③－５協議会の了承

③－３計画案の作成

③－２目標実現のための施策の検討

③－１計画の基本方針・目標の検討

②地域公共交通の現状・問題点・課題の整理

②現状や課題の共有化

③地域公共交通計画の検討

④地域公共交通計画の策定

⑤事業の実施

⑥計画の達成状況評価

⑦必要に応じて、計画を見直し

R4年度実施

R3年度実施

R5年度実施予定

【参考資料】
・国土交通省「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き」
・北陸信越運輸局「地域公共交通活性化再生法の概要について」

令和４年10月 移動実態の把握に関する調査事業開始
令和４年12月 市民アンケートの実施（12月７日～20日）
令和５年３月 協議会実施

令和４年度の取組み経過

R6年度以降実施予定

資料１

③－４住民利用者等の意見の反映
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